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単位：億円

2020年3月期 2021年3月期 2021年3月期

２Q実績 ２Q実績
前期比

業績予想
増減

受注高 2,226 2,291 +65 4,500

売上高 1,829 1,917 +88 4,450

売上総利益

（売上総利益率）
195 （10.7％） 214 （11.2％） +19 （+ 0.5p） 533

販管費

（販管費率）
146 （8.0％） 146 （7.6％） +0 （▲ 0.4p） 303

営業利益

（営業利益率）
49 （2.7%） 67 （3.5%） + 18 （+ 0.8p） 230

経常利益

（経常利益率）
55 （3.0%） 77 （4.0%） + 22 （+ 1.0p） 243

当期純利益

（当期純利益率）
33 （1.8%） 47 （2.5%） + 14 （+ 0.7p） 160

繰越工事高 1,846 1,877 +31 ―

１. ２０２１年３月期 第２四半期決算概況

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

※四半期（当期）純利益は「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」を指します。



※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

受注高

単位：億円

2020年3月期 2021年3月期

2Q実績 2Q実績

(a) (b)
対前期増減
(b)－(a)

増減率
(b)／(a)

NTT事業 776 778 + 2 + 0.3%

マルチキャリア事業 529 530 + 1 + 0.2%

環境・社会
イノベーション事業 256 233 ▲ 23 ▲ 9.0%

ＩＣＴソリューション
事業 664 748 + 84 + 12.7%

合計 2,226 2,291 + 65 + 2.9%

2020年3月期 2021年3月期

通期実績 通期計画

(c)
進捗率

(a)／(c)
(d)

進捗率
(b)／(d)

1,548 50.1% 1,560 49.9%

1,062 49.8% 1,020 52.0% 

543 47.1% 590 39.5% 

1,310 50.7% 1,330 56.2% 

4,465 49.9% 4,500 50.9% 

売上高

単位：億円

2020年3月期 2021年3月期

2Q実績 2Q実績

(a) (b)
対前期増減
(b)－(a)

増減率
(b)／(a)

NTT事業 657 683 + 26 + 4.0%

マルチキャリア事業 387 398 + 11 + 2.8%

環境・社会
イノベーション事業 265 258 ▲ 7 ▲ 2.6%

ＩＣＴソリューション
事業 519 577 + 58 + 11.2%

合計 1,829 1,917 + 88 + 4.8%

2020年3月期 2021年3月期

通期実績 通期計画

(c)
進捗率

(a)／(c)
(d)

進捗率
(b)／(d)

1,563 42.0% 1,550 44.1%

972 39.8% 1,000 39.8% 

667 39.7% 590 43.7% 

1,208 43.0% 1,310 44.0% 

4,411 41.5% 4,450 43.1% 

２. 事業区分別受注高及び売上高
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ＮＴＴの固定系通信設備建設・保守を手掛け、首都圏、関西圏を中心に事業を展開

（単位：億円）

（売上高推移）

3

982 1,005

1,283

1,563 1,550

2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

（計画）

３.ＮＴＴ事業

今回の経営統合で、最もシナジー効果が発揮できる領域



1,560 1,540 1,610 1,500 1,560 

5,479 5,496 5,410
5,225 5,180

FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020

（計画）

出所：各社発表資料より当社作成

（単位：億円）

（注） 1. 2018年3月期よりIFRSによる数値「地域通信事業セグメント」を記載

2. 2019年3月期以降の光化投資額は、事業計画認可申請時の数値を記載

NTT東西の設備投資額推移

うち
光化投資額

4

高度無線環境整備事業



全てのモバイルキャリアの通信設備建設・保守を手掛け、全国で事業展開

ＮＣＣ向け固定通信設備、ＣＡＴＶ工事、グローバル等も手掛ける

769
841

925 972 1,000

2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

（計画）

４.マルチキャリア事業

（売上高推移）

（単位：億円）

ミライトＧｒ

シナジー

グループシナジーを活かし
楽天モバイル様 インフラ構築をサポート

●全国規模の広域施工体制で基地局建設工事を実施
●マルチスキルで基地局インフラ構築をトータルサポート
●基地局、ＮＷの資材や災害時の電源・無線車両で

主要サプライヤーに
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（注） 1.NTTドコモは2017年度よりIFRSによる数値
2.Soft Bank は2016年度まではソフトバンクグループにおける国内通信事業の設備投資額を記載
3.楽天は設備投資額のうち、モバイルの合計値を記載

（単位：億円）

5,971 5,770 5,937 5,728 

5,194 5,608 
6,017 6,150 6,100 

3,205 
3,500 

3,816 3,697 4,000 

33

83 1,871

FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020

（計画）

NTTドコモ KDDI Soft Bank 楽天

非公表

5,700

モバイルキャリアの設備投資額推移

6

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022

５G基地局開設計画数推移

Docomo

KDDI

SoftBank

RAKUTEN

2020.3月末の各キャリア5G商用サービス開始発表

５Ｇエリアの早期拡大

2021年3月に1万局、2023年3月に5万局、人口カバー率90%に拡大、
1.7G/700M帯を5G化KDDI

２
０
２
３
年
度
末
を
目
処
に

開
設
計
画
の
３
倍
以
上
を
整
備
（
２
割
以
上
前
倒
し
）

2020年から10年間で5G・6Gに2.2兆円の投資Softbank

5Gミリ波サービスを20年度末に500都市に拡大予定docomo

［出所］総務省第５世代移動通信システムの導入のための特定基地局開設計画の認定に係る審査結果(2019.4) よりミライト作成



2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

（計画）

電気・空調等 土木・上下水道等

太陽光 蓄電池

EV充電器

563

420 436

590
667

環境・新エネルギー、社会インフラ構築、電気・空調設備の建設・保守など
総合的なソリューションを提供

５.環境社会イノベーション事業

420 436

563

667
590

2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

（計画）

（売上高推移）

（単位：億円）

（売上高推移：事業別）

（単位：億円）
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海外の無電柱化率との比較

100%

100%

49%

8%

ロンドン・パリ・香港（2004年）

シンガポール（2001年）

ソウル（2017年）

東京23区（2017年）

出所：国土交通省資料より当社作成

【先斗町 無電柱化工事の特徴】

京都を代表する景観地域で、狭隘道路であることが特徴であり、日本初となる新工法(小型BOX
方式)により施工中。新工法は、従来の工法よりも安価・短工期で実施でき、これまでに東京都
をはじめ、多くの自治体が見学に訪れるなど注目されている工事である。

狭隘地で新工法にて実施

狭隘地で重量物を人力運搬で実施

施工前 施工後

京都 先斗町において、狭隘道路に対する複数の新工法にて実施
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無電柱化工事への取り組み



2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

（計画）

放送波 物販・その他 LAN・PBX

ソフト ストック・DC Wi-Fi

987

659

846

1,310
1,208

クラウド・オフィスソリューション・Wi-Fi・放送波などＩＣＴインフラの
構築をサポート

６.ＩＣＴソリューション事業

659

846

987

1,208
1,310

2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

（計画）

（売上高推移）

（単位：億円）

（売上高推移：事業別）

（単位：億円）
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フィリピン

日本

オーストラリア

スリランカ

MTA社：売上高計画 ４６億円シンガポール

ラントロビジョン社
売上高計画 １５６億円
※13ヶ国・地域28都市に及ぶ
グローバルな営業拠点

＜ラントロビジョンの事業環境と事業戦略＞

・新型コロナ情勢の影響度合は、国によって区々

⇒不測の事態に備えて、コミットメントライン

を設定し、資金繰りの安定に対応。

・電気設備工事業※1や通信タワーの建設及び

シェアリングサービス事業※2などM&Aによる

事業領域の拡大と既存事業とのシナジーを図る

※1 YL Integrated Pte Ltd社 ＜シンガポール＞
※2 Shanghai Changling Communication Equipment 

Co.,Ltd社 ＜中国＞

２０２１年３月期グループ売上高計画は２０２億円

（ICT区分（ラントロビジョン） １５６億円 マルチキャリア区分 46億円）

グローバル事業への取り組み
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データセンター事業への取り組み

自前ＤＣで培ったノウハウにより、更なるサービス拡大を実現
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他企業とのアライアンスを活用し、設備点検、測量、農業、災害復旧などの市場を

ターゲットとして多様なサービスを実現

⇒２０２０.7.1 新会社「株式会社ミラテクドローン」設立

①人材・拠点
・ドローンスクール運営、3年間で約600名のパイロットを輩出

・通信建設会社11社とのパートナーシップにより広域運用サービスを提供

③アライアンス
・ＮＴＴグループ － 鉄塔・橋梁等の設備点検、局舎点検、被災地調査

・ファームアイ社 － 稲の生育状況調査

・神戸市水道局 － 貯水池の採水及び藻の繁殖状況調査

②システム
・全天候型ドローンを受注

（中部地方整備局、東北地方整備局）

・NTTファイナンス社とドローンリースサービスを展開

・コマツ社からドローンキッティング・保管を受託
水管橋点検

稲の生育状況調査

撮影

データ配信

ドローン事業への取り組み
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カメラソリューション

クラウドサービスを利用した
ソリューション

SD-WAN
ソリューション

文教関係の遠隔授業
ソリューション

インター
ネット

自宅

会社

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ

多彩なソリューション例

13

新領域・商材（テレワークソリューション）への取り組み

●テレワークソリューションの導入により、仕事と生活の両立だけでなく、災害時や突発事態に
おいても移動時間をかけずに対応が可能なことから「ワーク・ライフ・バランス」を後押し

●これまで培ったノウハウを活かしお客様のご期待に添えるテレワークソリューションを提供



■ 働き方／健康管理システム コンレポ
（condition reporting system）

●従業員の勤務形態／健康状態
入力・集計・管理

●アプリ不要、ＰＣ・スマホから

●入力画面／報告内容カスタマイズ

●入力データ自動集計、ＣＳＶ出力

●権限設定 （データ照会範囲／編集範囲）

●体調不良報告のメール自動配信

スマホから ＰＣから

従
業
員

上

司

ミライトグループの“みらい”への取り組み
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E 環境

163 

212 

300 

349 
363 

0

200

400

2015 2016 2017 2018 2019

●再生可能エネルギー普及への貢献

⇒太陽光発電EPC事業

●新エネルギー普及への貢献

⇒ＥＶ充電器

⇒蓄電池システム

●環境に配慮した製品の販売

⇒ＴＴＫベルト式ネットフェンス
-道路や公園、公共施設などを風や雪などから守る-

⇒ナノゲート（ソルコム）
-給排水管セルフクリーニングシステム-

●環境マネジメントシステム（ISO14001）認証

MW

当社施工 太陽光発電設備の発電容量（累計）

蓄電池システムEV充電器

ＴＴＫベルト式ネットフェンス ナノゲート

７．ＥＳＧへの取り組み
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●地域社会への貢献 （社会を守る）

⇒インフラ設備の構築（通信・監視カメラ・高速道路・上下水道工事など）

⇒台風・地震等大規模災害時のインフラ設備の早期復旧

⇒東京消防庁への高精度位置情報把握システムの提供

●安全に関するハード、ソフト両面の仕組み作り （社員を守る）

⇒安全パトロールの実施

⇒クラウドドライブレコーダーの導入

●ダイバーシティの推進 （女性・シニア・障害者雇用推進）

⇒「えるぼし（最高位）」、「くるみん」取得 （ミライト・テクノロジーズ）

●働き方改革

⇒時間外労働の適正化と年次有給休暇の取得促進

⇒各種制度の整備（フレックス、変形労働、テレワーク）

⇒業務ツールの改善による効率化推進（ペーパーレス化、出張抑制推進）

⇒ICTの活用による効率化（RPA、 i-Construction）

S 社会

移動体基地局復旧 位置情報把握システム画面電柱・ケーブル復旧
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●コーポレートガバナンスの強化

⇒内部統制システムの構築と運用

⇒コンプライアンス委員会、リスク管理委員会による課題対応

⇒取締役会の実効性に関する自己評価を実施

⇒社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会の設置 （2018年12月）

⇒取締役および執行役員（社外取締役および非業務執行の取締役を除く） に対し、
業績連動型株式報酬制度を導入（2016年9月）

対象範囲を統合３社にも拡大（2019年12月）

⇒女性取締役就任によりコーポレートガバナンス・コードは、
全７８項目コンプライ（2020年6月）

●株主の権利・平等性の確保

⇒資本コストを意識した経営の徹底（WACCの把握、政策保有株式縮減）

⇒株主との建設的な対話の充実（海外IR、個人投資家説明会、オンライン説明会）

G ガバナンス
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4G

3.5㎓帯

700㎒帯

1.7㎓帯
KDDI

楽天Mobile

3.4㎓帯
docomo
SoftBank

全体

通信方式
【世代】

４Ｇの高度化

設備投資総額（2018～2028年累計）約1,700億円（2社合計）

設備投資総額（2018～2028年累計）約7,700億円（2社合計）

▲【KDDI】2019.3サービス開始

出所：各種公表資料等より当社作成

LTE-Advanced
【4G】

超高速 ⇒最大10Gbps（4Gの100倍）
多数同時接続 ⇒100万台/k㎡接続数（同 100倍）
超低遅延 ⇒1ミリ秒程度（同 1/10）

▲2024年度
特定基地局数
（ドコモ） 26,334局
（KDDI） 53,626局
（
（楽天） 23,735局

▲【楽天M】2019.10 
携帯キャリア事業としてのサービスを開始

～ FY2019 FY2020 FY2021～

設備投資総額（2014～2019年累計）
約4,300億円予定（３社合計）

▲【楽天M】2020.4.8 正式サービスを開始

2025年度
人口カバー率
80%目標

▲

▲ 2022年度人口カバー率80%目標

▲【3社】人口カバー率計画2019年度末90％超

5G

3.7㎓帯

28㎓帯
docomo

KDDI

SoftBank

楽天モバイル

4.5㎓帯
docomo

Local

5G

28㎓帯

4.5㎓帯

▲2020.3.25【docomo】 商用サービス開始

▲2020.3.26【KDDI】商用サービス開始

▲2020.3.27 【SoftBank】商用サービス開始

▲2020.9.30

【楽天M】商用サービス開始

▲【docomo】2020.9 プレサービス実施

▲ 【KDDI】 2020.9 プレサービス実施

▲【SoftBank】2020.7 プレサービス実施

▲2020.3 楽天社 米AST&Science社
と戦略的パートナーシップを締結

2019.4
周波数割当

▲2021.6末
【docomo】1万局

▲2022.3末
【docomo】2万局

▲2020.4.1(株)5G JAPAN設立
【KDDI,SoftBank合弁会社】

2020.8
4G用周波数の5G転用 制度化

▲【楽天M】2020.3末
4,400局

▲2022.3末
【SoftBank】５万局(予定)

設備投資総額（2014～2025年累計）約6,400億円予定（３社合計）

設備投資総額（2019～2024年累計）約1兆6,000億円（4社合計）

2020.4 5G投資促進税制創設▲

2024年度
人口カバー率98%目標

ローカル５Ｇの開発実証の推進 周波数拡大 ローカル5Gの利用ルール等を順次整備

▲
【4社】

2019.12
ガイドライン策定・公表

制度化・申請受付開始
▲
(28㎓)

2023年度迄に5G基地局の
開設計画を2割以上前倒し

2020末 制度化▲
(4.5㎓)

▲2020.上期 全国144都市⇒ 2021.3 500都市(予定)

▲
条件不利地域のエリア整備

5G等の高度化サービスの展開

鉄道/道路トンネルの電波遮蔽対策

【5G】

▲【docomo】 2018.12
ドコモ5Gオープンパートナープログラム提供開始

▲【KDDI】 2018.2
KDDI DIGITAL GATE 開設

▲【SoftBank】 2018.2
5G×IoT Studio開始

▲【楽天M】 2019.4
楽天5Gコンソーシアム 立ち上げ

RWC改元

【5G 拡大期】

2020
オリパラ

▲2021.3 
【楽天M】全都道府県における 運用開始

docomo 7,950億円
KDDI      4,667億円

SoftBank 2,061億円
楽天M 1,946億円

全国各地におけるローカル5G等の利活用を加速することにより、地方のインフラ整備を
促進し、都市部と地方の格差是正を図る。

大阪万博
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▲
2020.10
KDDI,沖縄セルラー,SoftBankに認可▲

∟

▲菅新内閣発足

2020.9
NTT、ドコモの完全子会社化発表▲

▲2020.9.23 ミリ波提供開始

【docomo】
5Gサービス

▲ 2022.3末
【KDDI】 5万局(予定)

全国人口
カバー率90%

▲ 2021.3
【KDDI】1万局(予定)

▲ 2021.3
【SoftBank】1万局(予定)

全国人口
カバー率90%

▲2021.3 
【楽天M】

人口
カバー率

70%

５Ｇ投資促進税制による
５Ｇ基地局前倒し整備促進

2023年度末約21万局以上 整備

2023年度中
【docomo】

基盤
展開率

97%

８.モバイルの市場環境変化



※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

２０２０年９月末 Ｂ/Ｓ

資産

３，１９７
（内訳）

流動資産 １，９５２

現預金等 ４０４
完成工事未収入金等 １，０２０
未成工事支出金等 ４２４

固定資産 １，２４５
有形固定資産 ８３４

無形固定資産 ７２

負債

９８４

工事未払金等 ４４７

有利子負債 １０９

（内借入 ２）

（内リース債務 １０６）

純資産

２，２１２
（内訳）

資本金 ７０

資本剰余金 ６９４

利益剰余金 １，３８２

自己株式 ▲１３

非支配株主持分 ４２

自己資本
２，１７０

自己資本比率
６７．９％

２０２０年３月末 Ｂ/Ｓ

資産

３，５２１
（内訳）

流動資産 ２，２５７

現預金等 ３３５

完成工事未収入金等 １，４７５

未成工事支出金等 ３２７

固定資産 １，２６４

有形固定資産 ８２５

無形固定資産 ６７

負債

１，３３４

工事未払金等 ５８７

有利子負債 ２７８

（内借入 １６７）

（内リース債務 １０９）

純資産

２，１８７
（内訳）

資本金 ７０

資本剰余金 ６９３

利益剰余金 １，３５５

自己株式 ▲１３

非支配株主持分 ３２

９.決算補足資料
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（１）資産・負債・純資産の状況

（単位：億円）

（単位：億円）



（注） １．ネットキャッシュは現金及び現金同等物から有利子負債を差し引いたもの

２．現金及び現金同等物は３カ月超の預金及び有価証券を除く

現預金等・有利子負債

キャッシュ・フロー

（注）フリー･キャッシュ・フロー＝営業キャッシュ・フロー＋投資キャッシュ・フロー

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

単位：億円 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

現金及び現金同等物 331 322 356 316

有利子負債 ▲ 181 ▲ 190 ▲ 300 ▲ 278

ネットキャッシュ 150 132 56 38

単位：億円 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

営業キャッシュ・フロー 47 125 64 79

投資キャッシュ・フロー ▲ 111 ▲ 100 ▲ 135 ▲ 91

財務キャッシュ・フロー 104 ▲ 36 ▲ 19 ▲ 28

フリー・キャッシュ・フロー ▲ 64 25 ▲ 71 ▲ 12

2020年3月期
2Q

2021年3月期
2Q

193 274

▲55 ▲ 6

▲163 ▲ 196

138 268

2020年3月期
2Q

2021年3月期
2Q

289 385

▲ 188 ▲ 109

101 276
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（２）資金状況の推移



※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

設備投資・減価償却費

単位：億円 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期
2021年3月期

（計画）

設備投資額 46 126 193 91 72

減価償却費 28 30 40 58 47

2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

自己資本比率 56.9% 58.5% 59.3% 61.2%

自己資本利益率
（ＲＯＥ）

5.2% 8.8% 15.4%
（9.4%）

7.4%

総資産利益率
（ＲＯＡ)

3.1% 5.1% 9.1% 4.5%

（注）2019年3月期の（ ）内の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を除いた数値

資本関係指標

（注）2021年3月期（計画）の減価償却費には、リースにかかる減価償却費は含んでおりません。
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（３）主な経営指標の推移



株主還元指標

2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期
2021年3月期

（予想）

配当性向 37.6% 24.1% 13.5%
（23.6%）

26.7% 30.3%

総還元性向 76.6% 24.1% 13.5%
（23.6%）

95.4% －

（注）2019年3月期の（ ）内の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を除いた数値

株式関係

2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

発行済株式数 85,381千株 85,381千株 108,325千株 108,325千株

潜在株式数 12,061千株 12,061千株 12,098千株 －

自己株式数 5,985千株 5,840千株 6,418千株 479千株
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（４）株式関係指標の推移



この資料における予想数値に関する記述・言明は、当社の現時点での計画、

見通しにもとづく将来の予測であります。

諸条件の変化により実際の業績は、本資料の予想とは大きく異なる可能性が

あります。

従いまして、本資料における予想値が将来にわたって正確であることを保証

するものではないことをご承知おき下さい。

注意事項

株式会社ミライト・ホールディングス


